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1 2016（平成28年）

国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 2月1日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 2月1日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月12日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月20日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 2月1日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 2月1日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 2月1日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 2月1日
地方税／ 給与支払報告書の提出 2月1日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 2月1日

 （労働保険事務組合委託の場合2月15日まで）

　多国籍企業が、税制の隙間や抜け穴を利用
した国際的な節税策で税負担を軽減するこ
と。企業の経済活動の場所と異なる国で所得
計上するなど問題があることから、実際に企
業の経済活動が行われている国で課税できる
よう、日本をはじめOECD加盟各国は、国際
課税のルールの見直しに取り組んでいます。

ワンポイントＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　11日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土
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1月号 ─ 2

　

平
成
二
十
七
年
九
月
三
十
日
（
以

下
「
施
行
日
」）
に
、
改
正
労
働
者

派
遣
法
が
施
行
さ
れ
ま
し
た
。
今
回

は
、
そ
の
概
要
に
つ
い
て
触
れ
て
い

く
こ
と
と
し
ま
す
。

一
　
派
遣
事
業
を
許
可
制
の
み
へ

㈠
　
従
来
の
区
分

　

従
来
は
、「
特
定
労
働
者
派
遣
事

業
（
届
出
制
）」
と
「
一
般
労
働
者

派
遣
事
業
（
許
可
制
）」
に
区
分
さ

れ
て
い
ま
し
た
。

①　

特
定
労
働
者
派
遣
事
業

　
　

常
用
雇
用
労
働
者
（
無
期
雇
用

労
働
者
や
一
年
以
上
の
雇
用
見
込

み
が
あ
る
者
な
ど
）
の
み
を
派
遣

す
る
事
業
で
す
。
一
般
労
働
者
派

遣
事
業
の
よ
う
な
許
可
基
準
は
な

く
、
届
出
に
よ
り
実
施
す
る
こ
と

が
で
き
ま
し
た
。

②　

一
般
労
働
者
派
遣
事
業

　
　

特
定
労
働
者
派
遣
事
業
以
外
の

も
の
を
い
い
、
臨
時
的
に
雇
用
す

る
労
働
者
に
つ
い
て
も
労
働
者
派

遣
の
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
許
可
基
準
と
し
て
、
資
産
・

現
預
金
の
額
、
事
務
所
の
広
さ
な

ど
い
く
つ
か
の
基
準
が
設
け
ら
れ

て
い
ま
し
た
。

㈡
　
区
分
の
廃
止

　

施
行
日
以
降
は
前
述
の
区
分
が
廃

止
さ
れ
、
す
べ
て
の
労
働
者
派
遣
事

業
が
、
新
た
な
許
可
基
準
に
基
づ
く

許
可
制
に
な
り
ま
し
た
。

　

経
過
措
置
と
し
て
、
施
行
日
に
特

定
労
働
者
派
遣
事
業
を
営
ん
で
い
る

場
合
は
、
平
成
三
十
年
九
月
三
十
日

ま
で
許
可
を
得
ず
に
事
業
を
継
続
で

き
、
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
を
営
ん

で
い
る
場
合
は
、
施
行
日
時
点
で
受

け
て
い
る
許
可
の
有
効
期
間
内
は
従

来
の
許
可
の
ま
ま
事
業
を
継
続
で
き

ま
す
。

㈢
　
許
可
基
準

①　

許
可
基
準
の
追
加

　
　

新
し
い
基
準
と
し
て
、
従
来
の

一
般
労
働
者
派
遣
事
業
の
基
準
に

追
加
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
こ

で
は
そ
の
一
部
を
取
り
上
げ
ま
す
。

・　

派
遣
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
形
成

支
援
制
度
を
有
す
る
こ
と
。

・　

教
育
訓
練
等
の
情
報
を
管
理
し

た
資
料
を
労
働
契
約
終
了
後
三
年

間
は
保
存
し
て
い
る
こ
と
。

・　

労
働
者
派
遣
契
約
の
終
了
の
み

を
理
由
と
し
て
解
雇
で
き
る
旨
の

規
定
が
な
い
こ
と
。

・　

次
の
派
遣
先
を
見
つ
け
ら
れ
な

い
等
の
事
由
で
休
業
さ
せ
た
場
合

に
は
、
休
業
手
当
を
支
払
う
旨
の

規
定
が
あ
る
こ
と
。

②　

資
産
等
の
基
準

　
　

新
た
な
許
可
基
準
で
も
資
産
額

等
の
基
準
が
あ
り
、
資
産
の
総
額

か
ら
負
債
の
総
額
を
控
除
し
た
額

（
基
準
資
産
額
）
が
「
二
千
万
円
×

事
業
所
数
」
以
上
、
現
預
金
額
が

「
千
五
百
万
円
×
事
業
所
数
」
以

上
で
あ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

こ
れ
に
つ
い
て
は
、
小
規
模
事

業
主
の
暫
定
的
な
配
慮
措
置
が
設

け
ら
れ
て
お
り
、
ア
常
時
雇
用
す

る
派
遣
労
働
者
十
人
以
下
の
事
業

主
は
、
当
分
の
間
、
基
準
資
産
額

は
一
千
万
円
、
現
預
金
額
は
八
百

万
円
、
イ
常
時
雇
用
す
る
派
遣
労

働
者
が
五
人
以
下
の
事
業
主
は
、

平
成
三
十
年
九
月
二
十
九
日
ま
で

の
間
、基
準
資
産
額
は
五
百
万
円
、

現
預
金
額
は
四
百
万
円
、
と
さ
れ

ま
す
。

二
　
期
間
制
限
の
見
直
し

　

改
正
前
は
、「
二
十
六
業
務
」
と

呼
ば
れ
る
専
門
的
な
知
識
が
必
要
な

業
務
等
は
、
派
遣
受
け
入
れ
期
間
の

制
限
を
受
け
な
い
業
務
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
が
、
施
行
日
以
後
に
締
結
さ

れ
た
労
働
者
派
遣
契
約
に
基
づ
く
労

働
者
派
遣
に
は
、
す
べ
て
の
業
務
で

期
間
制
限
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

期
間
制
限
に
は
「
派
遣
先
事
業
所

単
位
」
と
「
派
遣
労
働
者
個
人
単
位
」

の
二
種
類
が
あ
り
ま
す
。

㈠
　
派
遣
先
事
業
所
単
位

①　

原
則

　
　

同
一
の
派
遣
先
事
業
所
に
対

し
、
労
働
者
を
派
遣
す
る
こ
と
が

で
き
る
期
間
は
、
原
則
と
し
て
、

三
年
が
限
度
と
な
り
ま
す
。

　
　

施
行
日
以
後
、
最
初
に
新
た
な

期
間
制
限
の
対
象
と
な
る
労
働
者

派
遣
を
行
っ
た
日
が
、
三
年
の
派

遣
可
能
期
間
の
起
算
日
と
な
り
ま

す
。

②　

例
外

　
　

派
遣
先
事
業
所
の
過
半
数
労
働

者
で
組
織
す
る
労
働
組
合
等
か
ら

の
意
見
を
聴
く
こ
と
に
よ
り
、
三

年
を
超
え
て
派
遣
を
受
け
入
れ
る

こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
注
。

注　

派
遣
可
能
期
間
を
延
長
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
、
個
人
単
位

の
期
間
制
限
が
設
け
ら
れ
た
た

労
働
者
派
遣
法
の
改
正

労
働
者
派
遣
法
の
改
正



3 ─ 1月号

め
、
同
一
の
派
遣
労
働
者
を
引

き
続
き
同
一
の
組
織
に
派
遣
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
（
後
述

す
る
㈡
②
の
期
間
制
限
の
例
外

に
該
当
す
る
場
合
を
除
き
ま
す
）。

③　

意
見
聴
取

　
　

②
の
例
外
に
よ
り
延
長
し
よ
う

と
す
る
派
遣
先
は
、
次
の
事
項
を

書
面
で
通
知
し
た
上
で
、
派
遣
可

能
期
間
終
了
の
一
か
月
前
ま
で
に
、

労
働
組
合
等
か
ら
の
意
見
を
聴
き

ま
す
。

・　

派
遣
可
能
期
間
を
延
長
し
よ
う

と
す
る
事
業
所

・　

延
長
し
よ
う
と
す
る
期
間

　
　

通
知
か
ら
意
見
聴
取
ま
で
の
間

隔
は
、
労
働
組
合
等
が
十
分
に
考

慮
で
き
る
期
間
を
設
け
ま
し
ょ
う
。

④　

労
働
者
へ
の
周
知

　
　

派
遣
先
は
、意
見
を
聴
い
た
後
、

次
の
事
項
を
書
面
に
記
載
し
、
派

遣
可
能
期
間
の
終
了
後
三
年
間
保

存
及
び
事
業
所
の
労
働
者
に
周
知

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

・　

意
見
を
聴
い
た
過
半
数
労
働
組

合
の
名
称
ま
た
は
過
半
数
代
表
者

の
氏
名

・　

過
半
数
労
働
組
合
等
に
書
面
通

知
し
た
日
及
び
通
知
し
た
事
項

・　

意
見
を
聴
い
た
日
及
び
意
見
の

内
容

・　

意
見
を
聴
い
て
、
延
長
す
る
期

間
を
変
更
し
た
と
き
は
、
そ
の
変

更
し
た
期
間

㈡
　
派
遣
労
働
者
個
人
単
位

①　

原
則

　
　

同
一
の
派
遣
労
働
者
を
、
派
遣

先
の
事
業
所
に
お
け
る
同
一
の
組

織
単
位
注
に
対
し
派
遣
で
き
る
期

間
は
、三
年
が
限
度
と
な
り
ま
す
。

　
　

組
織
単
位
を
変
え
れ
ば
、
同
一

の
事
業
所
に
、
引
き
続
き
同
一
の

派
遣
労
働
者
を
（
三
年
を
限
度
と

し
て
）
派
遣
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
が
、
前
述
の
事
業
所
単
位
の
期

間
制
限
に
よ
る
派
遣
可
能
期
間
が

延
長
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
前
提
と

な
り
ま
す
。

注　

組
織
単
位
と
は

　
　

い
わ
ゆ
る
「
課
」
や
「
グ
ル

ー
プ
」
な
ど
、
業
務
と
し
て
の

類
似
性
、
関
連
性
が
あ
り
、
組

織
の
長
が
業
務
配
分
、
労
務
管

理
上
の
指
揮
監
督
権
限
を
有
す

る
も
の
と
し
て
、
実
態
に
即
し

て
判
断
さ
れ
ま
す
。

②　

期
間
制
限
の
例
外

　
　

次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
例
外
と

し
て
、
期
間
制
限
が
適
用
さ
れ
ま

せ
ん
。

・　

派
遣
元
事
業
主
に
無
期
雇
用
さ

れ
る
派
遣
労
働
者
を
派
遣

・　

六
十
歳
以
上
の
派
遣
労
働
者
を

派
遣

・　

終
期
が
明
確
な
有
期
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
業
務
に
派
遣

・　

一
か
月
の
勤
務
日
数
が
通
常
の

労
働
者
の
半
分
以
下
か
つ
十
日
以

下
で
あ
る
日
数
限
定
業
務
に
派
遣

・　

産
前
産
後
休
業
、
育
児
休
業
、

介
護
休
業
等
を
取
得
す
る
労
働
者

の
業
務
に
派
遣

㈢
　
ク
ー
リ
ン
グ
期
間

　

事
業
所
単
位
、
個
人
単
位
の
期
間

制
限
の
両
方
に
、「
ク
ー
リ
ン
グ
期

間
」
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
派
遣
終

了
と
次
の
派
遣
開
始
の
間
が
三
か
月

を
超
え
な
い
と
き
は
、
労
働
者
派
遣

が
継
続
し
て
い
る
も
の
と
み
な
さ
れ

る
こ
と
に
注
意
を
要
し
ま
す
。

三
　
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
措
置

　

派
遣
元
事
業
主
は
、
雇
用
し
て
い

る
派
遣
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

を
図
る
た
め
、
次
の
措
置
を
実
施
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

①　

段
階
的
・
体
系
的
な
教
育
訓
練

②　

希
望
者
に
対
す
る
キ
ャ
リ
ア
・

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

四
　
そ
の
他

①　

労
働
契
約
申
込
み
み
な
し
制
度

　
　

派
遣
先
が
次
に
掲
げ
る
違
法
派

遣
を
受
け
入
れ
た
場
合
、
そ
の
時

点
で
、
派
遣
先
が
派
遣
労
働
者
に

対
し
て
、
そ
の
派
遣
労
働
者
の
派

遣
元
で
の
労
働
条
件
と
同
一
の
労

働
条
件
を
内
容
と
す
る
労
働
契
約

の
申
込
み
を
し
た
も
の
と
み
な
さ

れ
ま
す
（
違
法
派
遣
に
つ
い
て
、

派
遣
先
が
善
意
無
過
失
で
あ
る
場

合
を
除
き
ま
す
）。

・　

労
働
者
派
遣
の
禁
止
業
務
に
従

事
さ
せ
た
場
合

・　

無
許
可
の
事
業
主
か
ら
労
働
者

派
遣
を
受
け
入
れ
た
場
合

・　

期
間
制
限
に
違
反
し
て
労
働
者

派
遣
を
受
け
入
れ
た
場
合

・　

い
わ
ゆ
る
偽
装
請
負
の
場
合

②　

報
告
書
の
提
出

　
　

労
働
者
派
遣
事
業
報
告
書
の
提

出
期
限
は
、
年
度
報
告
、
六
月
一

日
現
在
の
状
況
報
告
と
も
に
、
毎

年
六
月
三
十
日
と
さ
れ
ま
し
た
。

雇
用
安
定
措
置
を
講
じ
た
派
遣
労

働
者
の
人
数
等
の
実
施
状
況
、
段

階
的
か
つ
体
系
的
な
教
育
訓
練
の

実
施
状
況
等
が
、
報
告
事
項
に
追

加
さ
れ
て
い
ま
す
。



1月号 ─ 4

　青少年の雇用の促進などを図り、能力を
有効に発揮できる環境を整備するため、「青
少年の雇用の促進等に関する法律」（若者
雇用促進法）が平成27年10月1日から施
行されました。
　ここでは改正点の一部（適切な職業選択
のための取組の促進）を取り上げることと
します。
①　事業主による職場情報の提供の義務化
（平成28年3月1日施行）

　　新卒者の募集を行う企業に対し、企業
規模を問わず、幅広い情報提供を努力義
務とし、応募者等からの求めがあった場
合は、次のア〜ウの3類型ごとに情報提
供が義務付けられます。
ア　募集・採用に関する状況
イ　労働時間などに関する状況
ウ　職業能力の開発・向上に関する状況

②　労働関係法令違反の事業主に対するハ

ローワークの新卒者向け求人の不受理
（平成28年3月1日施行）

　　ハローワークは、一定の労働関係法令
違反があった事業所などからの新卒者の
求人申込みを受け付けないことができる
ようになります。

③　優良な中小企業の認定制度の創設（平
成27年10月1日施行）

　　青少年の雇用管理状況が優良な中小企
業に対する新たな認定制度が設けられま
した。

　　認定を受けるメリットとして、次のこ
とが掲げられています。
・ハローワーク等で重点的ＰＲの実施
・認定企業限定の就職面接会などの参加

が可能
・自社の商品、広告などに認定マークの

使用が可能
・若者の採用・育成を支援する関係助成

金を加算
　認定企業となるためには、各都道府県
労働局への申請が必要です。

　はり・きゅうの施術について、次の要件
を満たす場合は、健康保険の給付対象とな
ることがあります。
①　対象傷病（神経痛、リウマチ、五十肩、

頸腕症候群、腰痛症、頚椎捻挫後遺症）
に該当する。

②　医師による適当な治療手段がなく（医
療機関において治療を行い、その結果、
治療の効果が現れなかった場合等）、は
り・きゅうの施術を受けることを認める
医師の同意（初回申請時には医師の同意
書を添付）がある。

　はり・きゅうの施術のほか、あん摩・マ
ッサージ（筋麻痺・関節拘縮等の一定症状
に該当）を受ける場合や、柔道整復師（整
骨院・接骨院）による治療（捻挫・骨折・
脱臼等）を受けるときにも給付対象となる
ことがあります。
　まずは医師や加入している保険者（協会
けんぽ等）にご相談ください。

　「
減
給
の
制
裁
」
と
は
、
従
業
員

が
職
場
の
ル
ー
ル
に
違
反
し
た
と
き

等
に
、
従
業
員
に
支
払
う
賃
金
の
一

部
を
減
額
す
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　
労
働
基
準
法
に
よ
り
減
給
額
の
上

限
が
規
定
（
一
回
の
額
が
平
均
賃
金

の
一
日
分
の
半
額
を
超
え
、
総
額
が

一
賃
金
支
払
期
に
お
け
る
賃
金
の
総

額
の
十
分
の
一
を
超
え
て
は
な
ら
な

い
）
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
注
意
を
要

し
ま
す
。

　
例
え
ば
、
平
均
賃
金
の
一
日
分
の

額
が
一
万
円
の
者
に
つ
い
て
は
、
一

回
の
違
反
に
対
す
る
減
給
額
は
五
千

円
を
超
え
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、月
給
が
三
十
万
円
の
場
合
、

複
数
回
の
違
反
に
対
す
る
減
給
総
額

は
、
一
月
あ
た
り
三
万
円
を
超
え
て

は
な
ら
な
い
と
さ
れ
ま
す
（
月
給
の

十
分
の
一
を
超
え
る
分
に
つ
い
て
は
、

次
月
以
降
に
減
給
す
る
こ
と
が
可
能

で
す
）。

若者雇用促進法の施行

健保の対象となる
はり・きゅうの施術等減

給
の
制
裁
の
上
限


